
高 知 県 経 済 等 の 動 向 

《全国》 
・全産業の業況判断D.I.は前回調査比（12.3月）で２ポイントの上昇 
・大企業（資本金10億以上）の業況判断D.I.は前回調査比（12.３月）で３ポイントの上昇と改善。 
・中小企業（資本金１億円未満）の景況感は横ばいとなっている。  
《本県》 
・業況判断D.I.は、前回調査比▲５ポイントの悪化。 
 先行き（９月）の見通しについては、製造業は改善を見込む一方、非製造業は悪化を見込む。 

《本県》 
11年度実績は前年度を６割強上回る。設備投資額は、前年度とほぼ同水準の計画（▲0.6ポイント）
となっている。 

《本県》 
・全体としては、2009年の落ち込みに対し2010年・2011年の2年間で落ち込み前の水準に戻っている。 
 また、2008年同月比を見ると、2012年3月は93.1、4月は95.0と若干落ちこんでいたが、5月は99.1、6月は107.8と改善してきている。 
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出典：日銀高知支店「全国企業短期経済観測調査」（2012年6月・高知県分） 出典：日銀高知支店「全国企業短期経済観測調査」（2012年6月・高知県分） 

▽現金給与総額の推移（高知県、指数、事業所規模：5人以上） 

出典：厚生労働省 
「毎月勤労統計調査」（高知県で加工） 
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▽現金給与総額の推移（高知、指数、事業所規模：5人以上）

年平均（産業振興計画開始前の2008年の１人当たり現金給与総額の平均を100とした場合） 
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月平均（産業振興計画開始前の2008年のそれぞれの月の１人当たり現金給与総額の平均を100とした場合） 

    【資料４】  
第１回産業振興計画フォローアップ委員会 

平成24年９月１４日 



《全国》 
7月の有効求人倍率は0.83と前月を0.01ポイント上回り、新規求人倍率は1.31となり、前月を0.01ポイント下回った。  
《本県》 
7月の有効求人倍率は0.63と前月を0.01ポイント下回り、新規求人倍率は0.96となり、前月より0.19ポイント下回り5月と同ポイントとなった。 

出典：厚生労働省「一般職業紹介』 

出典：厚生労働省「一般職業紹介』 
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《本県》 
・社会増減は、平成23年の▲1,439人に対して、平成24年は、１～７月でー1,824人（平成23年1月～7月 ー1,356人） 
 となっており、状況がやや悪化する傾向にある 
 
  平成23年に社会増となっている都道府県は、東京都・埼玉県・福岡県・神奈川県・愛知県・大阪府・沖縄県 
  滋賀県・兵庫県・岡山県の10団体。 
 

平成23年　年齢別　高知県の転入（転出）超過数

0～4歳 5～9 10～14 15～19 20～24 25～29 30～34 35～39 40～44 45～49 50～54 55～59 60～64 65～69 70～74 75～79 80～84 85～89
90歳以
上

転入超過数（人） 42 -52 9 -604 -1,035 -23 50 -60 5 1 5 61 159 49 16 2 -37 -19 -12
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出典：住民基本台帳人口移動報告 年報（詳細集計）マイナスは転出超過を表す。 

出典：住民基本台帳人口移動報告 年報（詳細集計）2011年（総務省統計局） 

・社会増減を年齢別にみると15～24歳の転出超過が大きい。
これは、大都市圏を除く全国的な傾向である。 
・40～79歳の全てで転入超過になっていることが特徴的。 
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（注）「住民基本台帳人口移動報告 年報（詳細集計）」（総務省）より作成。マイナスは転出超過を表す。 
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◆高知県金融経済概況24.9.3＜抜粋＞（日本銀行高知支店） 
 ◎ 高知県の景気は、緩やかに持ち直しているものの、一部に弱めの動きがみられ、改善テンポが鈍化している。 
  ○ 観光、設備投資は持ち直し基調を辿っている。 
 ○ 製造業の生産は、海外経済の減速や為替円高の影響が長引く中で、持ち直しの動きが鈍化している。 
 ○ 雇用・所得環境は、景気の改善テンポが緩やかなもとで、横ばい圏内の動きとなっている。 
 ○ 先行きについては、震災復興関連需要をはじめとした国内需要が堅調に推移し、海外経済が減速状態から脱していくにつれて、緩やかな 
     回復基調を辿ると考えられるものの、当面は、海外経済の減速や為替円高による下押しの影響を受ける状況が続くとみられる。こうした 
     中、海外経済や為替の動向が県内企業の生産面や雇用・投資 スタンスに与える影響のほか、エコカー補助金制度終了後の自動車販売の動 
     向について注視していく必要がある。 

《産業振興計画の今後の進め方ついて》 
 
 本県経済の状況を表す各種の指標などからは、このところの持ち直しの動きは鈍化しているものの、本県の経済活動に大きな影響を及ぼすような状況は
見てとれない。引き続き、その動向を注視していく必要があるが、現時点では、第２期産業振興計画の進め方を根本的に見直すべき必要性はないものと思
われる。 
 今後は、産業振興計画の取り組みによる成果が、各種の経済指標に反映され、力強いものとなるよう、計画のさらなるバージョン向けて、議論を深めて
いく。 
 特に、計画の目標に掲げる「人口の社会増減」については、減少の傾向が強まっていることから、考えられる要因を分析したうえで必要な対策を検討し
ていく。 

平成24年は、 
１月～７月で -1,824人 
 


